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【平成２４年第３回定例会 市民委員会委員長報告資料】  
平成２４年１０月３日 市民委員長 為谷 義隆

 

○「議案第１４９号 平成２４年度川崎市卸売市場事業特別会計補正予算」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊市場整備事業債の未償還額について 

平成２４年度における償還額は、北部市場で約３億５００万円、南部市場で

約１億５００万円、合計約４億１，０００万円である。過去からの負債を合計

すると、総額約２７億４，９００万円である。 

＊南部市場北側用地の活用について 

南部市場北側用地約１万２，７００平方メートルのうち、約４，０００平方

メートルは健康福祉局へ管理換えを行っているが、残りの約８，７００平方メ

ートルは事業用定期借地権を設定し、民間事業者へ貸付を行う予定である。 

＊一般会計への繰り出しの経緯について 

平成２３年度は、土地売払収入として約１２億円の収入があった。一方、前

年度予算で約８億円あった一般会計からの繰り入れを行わず、残りの約４億円

を南北市場の施設整備費に充当し、施設整備工事を実施した結果、契約差金と

して全体で約１億９，０００万円の余剰金が発生したため、最終的に一般会計

に繰り出しを行った。 

≪意見≫ 

＊一般会計へ繰り出すこととした約１億９，０００万円は、南部市場北側用地の売

却益によるものと聞いている。市場全体での取扱量が減少している現状を鑑みる

と、財産処分も考慮に入れていかなければならないと思われる。市場が保持する

広大な土地は、特別養護老人ホームなど需要が急増している福祉施設等の候補地

としても最適と考えられるため、土地の有効活用について検討を願いたい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１５０号 平成２４年度川崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予

算」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊修学資金等貸付金の返済状況について 

平成２３年度における調定額は約１２億５，４００万円で、収納額は約２億

７，２００万円となっており、平成２３年度末時点での収納率は約２１．７％

である。ただし、返済期間を資金貸付時から１０年以内と定めており、この数

字だけを見て収納率が低いということは一概には言えない状況である。貸付の

際には極力連帯保証人を設定するように求めており、返済が滞っている世帯に

対しては、適宜、催告業務を行っている。 

＊貸付金の金利について 

修学資金等貸付金など、子どもに関係する貸付金については無利子に設定さ 
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れている。また、事業開始資金や事業継続資金等については、保証人がいない

場合は１．５％の利子、いる場合には無利子に設定されている。 

＊国への返還金額について 

前年度繰越金が今年度は約４億６，０００万円あり、平成２５年８月に約４

４０万円を国に返還することになっている。なお、昨年度の前年度繰越金は４

億１，０００万円であったが、国への返還金は発生していない。 

＊貸付金の利用促進策について 

本事業は国の制度に基づき実施しており、独自の促進策を適用することは困

難であるが、市政だよりや市ホームページへ掲載し、市民への制度の周知を図

っている。貸付事業は返済の義務を伴うものであることから、やみくもに利用

者を増やすことは避けるべきであり、貸付の際には経済的状況を確認するなど

慎重に対応する必要があると考えている。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１５４号 平成２４年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「請願第１０号 富士見公園内「かわさきアリーナ」体育館の移設・建設に関する

請願」 

≪請願の要旨≫ 

川崎市体育館の建て替えに際し、労働会館前の駐車場付近へ移設を求めるもの。

≪理事者の説明要旨≫ 

富士見周辺地区における市民利用施設など、公共施設の配置については、平成２

０年３月に策定した富士見周辺地区整備基本計画において、市民や学識経験者との

検討やパブリックコメント手続を踏まえ、スポーツ・文化複合施設を含めた再整備

の方向と各施設の配置計画を定めた。 

平成２１年度には、更に検討を進め、富士見周辺地区整備基本計画に基づく整備

の考え方を取りまとめ、市民や関係団体等から幅広く意見を募り、川崎駅からのア

クセスの良さ、富士見公園の再生や総合的・一体的な推進を図るため、公園内の緑

地や広場、他の公共施設の再編整備・配置のあり方などを総合的に勘案し、現在の

川崎市体育館の敷地を中心に、体育館機能とホール機能を備えた複合施設として整

備することとした。 

また、この整備の考え方に基づき、平成２３年３月に策定した富士見周辺地区整

備実施計画やスポーツ・文化複合施設基本計画においても、現在の体育館、児童プ

ール、テニスコート２面程度を建設用地として整備を計画してきた。 

本施設は、川崎区の地区スポーツセンターとしての機能に加え、全市の体育館や

全市のホールとしての機能を有する複合施設であることから、富士見公園の玄関口

に位置し、川崎駅からのアクセスが良いこと、また、市民館・区役所との施設連携 
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を考慮し、一体的な整備を行っていきたいと考えている。川崎市体育館の利用者に

ついては、工事期間中は不便をかけることとなるが、とどろきアリーナや、市内の

スポーツセンターなど既存の体育施設などの有効活用を図りながら、スポーツ活動

に極力支障が生じないよう、全市的な対応を図っていく。 

整備期間中における対応策としては、大会利用については、屋内スポーツ施設日

程調整会議を活用して調整するほか、団体利用については、スポーツセンター等の

利用時間区分を見直し、利用機会の拡充に向けた取組を進めるとともに、個人利用

については、川崎区役所や関係局と連携して、近隣施設の情報を提供し、利用して

いただくよう対応していきたいと考えている。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊体育館を利用できない期間について 

平成２７年１月から平成２９年９月までの２年９か月は解体・建設工事及び

開業準備期間のため川崎市体育館を利用することができない。当初は３年６か

月と想定していたが、工期の見直しを行った結果、９か月間の期間圧縮により

２年９か月間まで短縮することができた。なお、設計が解体工事の予定時期よ

りも早期に終了した場合でも、解体工事の工期を前倒しすることなく平成２６

年１２月までは川崎市体育館をこれまでと同様に利用できることを整備の条件

としている。 

＊工事期間中の代替施設の確保について 

これまで川崎市体育館で開催されてきた大会については、とどろきアリーナ

や他区スポーツセンター等での開催を調整したい。とどろきアリーナはこれま

で上半期の期間は屋内スポーツ施設日程調整会議の対象ではなかったが、この

期間を日程調整会議の対象とするために、日程調整会議の回数を年１回から年

２回に増やすことで、より柔軟に対応することが可能になると考えている。ま

た、団体利用や個人利用に関しては、川崎マリエン体育室、かわさき健康づく

りセンター体育室、幸スポーツセンター体育室等の他のスポーツ施設に加えて、

教育文化会館会議室等、サンピアンかわさき音楽室などの体育施設以外の施設

の情報提供を行うための調査・調整を行っていく。 

＊代替施設の年間利用率等について 

かわさき健康づくりセンター体育室は８９.１％、同フィットネススタジオは

５４．９％、川崎マリエン体育室は５５．６％となっている。施設によっては

川崎市体育館からバスで２０分程度の施設も含まれているが、スポーツセンタ

ー等の利用機会の拡充に向けた取組とともに、積極的にスポーツのできる施設

について情報提供を行っていきたいと考えている。また、学校体育館開放の利

用状況については、近隣の富士見中学校を例に挙げると、平成２３年度では、

登録団体は１５団体、利用回数は延べ２５２回、利用人数は延べ３，７７８人

となっている。 

＊第４庁舎体育館及びトレーニング室を代替施設とすることについて 

第４庁舎を含めた本庁舎においては、平成２４年度末に「本庁舎等耐震基本

方針(案)」が策定される予定であることから、現在のところは想定利用施設の 
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対象としていないが、今後、状況の変化に注視しながら検討を進めていきたい

と考えている。 

＊整備に係る近隣住民との折衝について 

敷地北側のマンションでは住民により構成される「住環境維持対策委員会」

を組織しており、行政側と複数回協議の場を設けている。建て替え後も現状の

体育館の建物高さとすることや、また北側敷地境界から６メートルのセットバ

ックを実施することなどにより、スポーツ・文化複合施設の整備について、一

定の理解が得られているとの認識である。 

＊現在の場所に建て替えるメリットについて 

仮に公園内で現在の建設予定地とは別用地に整備した場合、現在より更に川

崎駅から離れてしまい、徒歩圏外となってしまうおそれがある。また、現在の

教育文化会館の位置に建設が予定されている「市民館・区役所」と、スポーツ・

文化複合施設の間をペデストリアンデッキ等でつなぎ、施設連携を図る計画も

あることなどから、現在の場所で建て替えを行うことを計画している。 

＊ＰＦＩ手法よる入札の実施について 

ＰＦＩ手法により設計・建設・運営・維持管理までを含めた入札を行うこと

で、運営・維持管理者にとっても最適な形での施設設計が可能となるとともに、

利用者の利便性の向上につながり、また、民間の資金及び技術的、経営的能力

の活用による行政のコスト軽減も図られると考えている。 

＊ＰＦＩ事業者による設計について 

利用者団体や市民意見を反映したスポーツ・文化複合施設に基づいて、その

計画の内容を業務要求水準書に示し、事業者がそれを基に設計を行う。ＰＦＩ

の業務要求水準書は、事業者に対して要求するサービスの最低限基準を示すも

のであることから、結果として要求水準を上回る提案が行われることを想定し

ている。 

＊川崎市体育館の防災機能について 

地域防災計画では、川崎市体育館は遺体安置所に指定されているが、非常用

発電設備や太陽光発電の設置、毛布などの避難用具を備蓄するなど、災害発生

時には避難者や帰宅困難者への対応ができる施設にしたいと考えている。今後、

災害発生時の対応については、川崎区役所及び危機管理室と調整を行っていき

たい。 

＊計画策定過程における市民意見の聴取について 

富士見周辺地区整備基本計画においては、学識経験者、地域代表、川崎市体

育協会、川崎区文化協会などからなる２９人の委員により協議を進めるととも

に、パブリックコメント手続き等を行ってきた。 

スポーツ・文化複合施設基本計画においては、川崎市体育協会、川崎区文化

協会、地域代表、障害者団体などからなる１３人の委員により協議を進めると

ともに、パブリックコメント手続き等を行ってきた。 

＊都市公園法の規定と敷地面積の関係について 

富士見公園一帯は都市公園区域となっており、都市公園法が適用される地域 
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である。都市公園法の規定では、公園内の公園施設の建ぺい率は原則２％とな

っているが、特例で１２％までとすることが可能である。スポーツ・文化複合

施設の整備に当たっては、この特例を適用し、９，３００平方メートルを建築

面積の上限としている。 

＊環境面への配慮について 

川崎市建築物環境配慮制度「ＣＡＳＢＥＥ川崎」における最高ランクのＳラ

ンクを整備の条件とするほか、再生可能エネルギーの活用など、様々な形での

環境配慮を行う。 

＊建て替え後の体育館の地下利用について 

防災機能や使い勝手などから、体育館の大体育室や練習場、ホールは地上階

に配置することを整備の条件としている。ただし、敷地面積や、建物高さ制限

などの諸条件を考慮すると、その他の諸室については、地下階の有効利用も想

定される。 

≪意見≫ 

＊パブリックコメントや会議における学識経験者等の意見聴取は適宜行ってきたと

のことだが、この地域のことを真剣に考えている市民がいるのであれば、その意

見に耳を傾けていくことが、真の意味での市民との協働につながると思う。 

＊川崎市体育館利用者に対しては、代替施設を使用する意思があるかなどアンケー

ト調査を行った上で、代替施設が適切か否か検討を行うべきである。 

＊京浜急行大師線の地下化の整備が検討されている中、近隣に駅ができる可能性が

残されているにも関わらず、「別用地への建設は駅から徒歩圏外となる」との考

えにとらわれ、別用地の建設を検討の対象外とすることはいかがなものかと思う。

＊代替施設として挙げられている学校や民間企業体育館などについては、現状でも

利用率が高く代替施設とならない可能性もあるため、一刻も早く調整を始めてほ

しい。 

＊計画の初期段階で、現在の体育館を利用しながら別用地に建て替えた場合のコス

ト計算を行うべきであったと考える。川崎病院や井田病院等、また学校施設等は、

使用を中断せず建て替えを行っている。当初からコストがかかると推測される場

合にも、検討の対象とすることは必要であると考える。 

≪取り扱い≫ 

・既に実施方針まで示され、計画が進められている中、現段階での計画変更は非常

に困難であるため、不採択とすべきである。 

・願意が明確に労働会館前への体育館移設を望むものであり、実現の可能性が乏し

いため、不採択とすべきである。 

・整備期間中の代替施設への誘導について、計画通り実行できるのか甚だ疑問であ

る。正副委員長から請願者への意向確認をお願いしたいため、本日のところは継

続審査とすべきである。 

・別用地に建設した場合のコスト計算が行われておらず、比較検討ができない状況

である。整備期間中に代替施設についての利用アンケート調査を行うとのことな

ので、その結論を待って判断したいと考えるため、継続審査とすべきである。  
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≪審査結果≫ 

賛成者なく不採択 

  




